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軍拡よりも防災・減災政策の拡充と予算の拡充を求める意見書 

 

防衛省は８月31日、来年度予算の概算要求を決定した。専守防衛を逸脱した敵基

地攻撃能力強化のための長射程ミサイル導入費など、約5,400億円も盛り込み、過

去最大の約８兆9,000億円としている。さらに、年内に軍事費の大幅増額が焦点と

なっている安保３文書の改定を控え、金額を示さない「事項要求」も多数盛り込ん

でおり、年末の予算編成では10兆円を超す可能性もある。一方、11月に発足する防

災庁の概算要求額は651億円である。 

被災地などでは、自治体の広域合併や公務員の削減でマンパワーが足りず、防災

拠点に届いた支援物資を各避難所に速やかに運べない、病院の統廃合や病床削減で

緊急時に対応する余裕がない、現状の被災者生活再建支援金では住宅再建はとても

できないなど、様々な課題が明らかとなっている。 

戦争は外交と国際的取組の強化で防ぐことが可能であるが、地震や水害など自然

災害は人間の力では防げず、自然災害は毎年のように起こっている。 

よって、本市議会は、政府に対し、軍備拡張よりも、国民の生命、財産を守るた

めの防災・減災、避難所の整備や被災地の復旧復興にこそ力を入れるべきであると

考え、軍拡よりも防災・減災政策の拡充と予算の拡充を強く求める。 

 

 上記、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出する。 

 

令和８年９月30日 

 

三鷹市議会議長 伊 藤 俊 明 

 


